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１ 

 

 
 
 

衆
議
院
議
員
吉
田
は
る
み
君
提
出
労
働
者
の
過
半
数
代
表
者
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一
に
つ
い
て 

 
 

労
働
基
準
監
督
署
に
お
い
て
は
、
労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
三
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
届
出
が
行
わ
れ
た
協
定
の
書
面
に
記
載
さ
れ
た
同
項
等
に
規
定
す
る
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
（
以
下
「
過
半
数

代
表
者
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
そ
の
職
名
、
氏
名
及
び
過
半
数
代
表
者
の
選
出
方
法
に
つ
い
て
確
認
を
行
い
、
疑
義
が

あ
る
場
合
に
は
、
事
業
主
に
対
し
て
必
要
な
照
会
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
当
該
職
名
や
当
該
選
出
方
法
が
労
働
基
準
法
施
行

規
則
（
昭
和
二
十
二
年
厚
生
省
令
第
二
十
三
号
）
第
六
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定
す
る
要
件
に
適
合
す
る
か
否
か

を
判
断
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
御
指
摘
の
「
三
六
協
定
届
に
お
け
る
二
ケ
所
の
「
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク

ス
」
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
さ
れ
て
い
る
」
こ
と
の
み
を
も
っ
て
過
半
数
代
表
者
の
適
正
な
選
出
が
行
わ
れ
た
も
の
と
形
式
的
に

判
断
す
る
も
の
で
は
な
い
。 

二
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
過
半
数
代
表
者
の
選
出
方
法
等
に
つ
い
て
、
現
在
、
独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構

に
お
い
て
「
「
過
半
数
労
働
組
合
」
お
よ
び
「
過
半
数
代
表
者
」
に
関
す
る
調
査
」
を
実
施
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 



 

２ 

 

三
に
つ
い
て 

 
 

全
国
に
お
け
る
労
働
基
準
監
督
署
の
労
働
基
準
監
督
官
の
定
員
に
つ
い
て
は
、
令
和
五
年
度
と
令
和
六
年
度
を
比
較
し
て

十
人
の
増
員
、
ま
た
、
令
和
六
年
度
と
令
和
七
年
度
を
比
較
し
て
十
一
人
の
増
員
が
行
わ
れ
て
い
る
。
引
き
続
き
、
労
働
基

準
監
督
官
の
増
員
に
つ
い
て
は
、
厳
し
い
行
財
政
事
情
を
踏
ま
え
な
が
ら
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
力
し
て
ま
い
り
た

い
。 

四
に
つ
い
て 

 
 

お
尋
ね
の
「
過
半
数
代
表
者
の
選
出
」
に
つ
い
て
は
、
労
働
基
準
法
施
行
規
則
第
六
条
の
二
第
一
項
及
び
第
二
項
に
規
定

す
る
要
件
を
満
た
さ
な
い
者
が
選
出
さ
れ
て
い
る
等
の
不
適
切
な
事
例
が
あ
る
こ
と
は
承
知
し
て
い
る
。
ま
た
、
厚
生
労
働

省
労
働
基
準
局
長
が
参
集
を
求
め
て
開
催
し
て
い
た
、
労
働
基
準
関
係
法
制
度
等
に
関
す
る
専
門
的
知
見
を
有
す
る
有
識
者

に
よ
り
構
成
さ
れ
る
「
労
働
基
準
関
係
法
制
研
究
会
」
が
令
和
七
年
一
月
に
取
り
ま
と
め
た
報
告
書
に
お
い
て
、
「
労
働
者

が
過
半
数
代
表
者
を
選
出
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
不
適
切
な
選
出
方
法
が
と
ら
れ
て
い
る
実
態
が
あ
る
こ
と
に
も
鑑
み
、
候

補
者
と
な
る
労
働
者
の
意
思
を
確
認
し
、
事
業
場
内
で
周
知
し
、
労
働
者
が
選
挙
、
信
任
投
票
等
を
行
う
べ
き
こ
と
を
明
ら

か
に
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
当
該
報
告
書
も
踏
ま
え
、
同
月
か
ら
、
労
働
政
策
審
議
会
に
お
い
て



 

３ 

 

過
半
数
代
表
者
が
適
正
に
選
出
さ
れ
る
た
め
の
方
策
を
含
む
労
使
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
在
り
方
に
つ
い
て
議
論
が

行
わ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
政
府
と
し
て
は
、
引
き
続
き
、
そ
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
し
て
ま
い
り
た
い
。 


